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① 運営指導での指摘事項はどのようなものがあるか？

令和５・６年度に行った運営指導での指摘のあった事項のうち、主なものを

下表に示しました。

運営指導時の状況 指導内容

　重要事項説明書の内容について、以
下のとおり不十分な箇所がある。

　利用者に対する説明責任として、重要事
項説明書について以下のとおり不十分な箇
所を訂正すること。

①従業者の勤務体制（常勤・非常勤の
別）について記載がない。

①人員基準で定める全ての従業者の常勤・
非常勤の別について追記すること。

②通常の事業の実施地域について、実
態と異なっている。

②実態に即した記載内容となるように訂正
すること。

③利用料金について、令和３年度以前
の介護報酬になっている。

③利用料金について、令和６年度に改定さ
れたものに差替えること。

④料金表に、送迎を行わない場合の減
算に係る記載がない。

④貴事業所の利用にあたり想定されうる加
算、減算については、過不足なく記載する
こと。

⑤別紙の利用料金表中の時間延長サー
ビス体制について、現在の貴事業所の
サービス提供時間では算定できないに
もかかわらず、当該加算にかかる記載
がある。

⑤貴事業所の現在の運営体制で算定できな
い加算は削除するか、又は、サービス提供
時間の見直し等により当該加算の算定要件
に沿う体制を整えること。

⑥運営規程の概要の一部（サービス利
用に当たっての留意事項及びその他運
営に関する重要事項）について記載が
なかった。

⑥運営規程の概要の一部（サービス利用に
当たっての留意事項及びその他運営に関す
る重要事項）について記載すること。

⑦提供するサービスの第三者評価の実
施状況の有無に関する記載がない。

⑦提供するサービスの第三者評価の実施状
況の有無について記載すること。

⑧文書により利用者へ説明し、同意の
上で交付しているとのことであった
が、同意の上で交付したことが書面で
確認できない。

⑧「説明し、同意の上で交付を受けまし
た」等の文言を記載し、利用者へ説明し同
意を得て交付したことが書面にて確認でき
るよう様式を調製すること。

【
重
要
事
項
説
明
書
】
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運営指導時の状況 指導内容

　運営規程の内容について、不十分な
箇所がある。

　利用者に対する説明責任として、以下の
とおり不十分な箇所を訂正すること。
　なお、運営規程に変更が生じた日から１
０日以内に届け出ること。

①利用料の負担割合について、１割又
は２割の記載はあるが、一定以上所得
者の場合は３割となる旨の記載がな
い。

①負担割合について、一定以上所得者の場
合は３割となる旨を追記すること。

②キャンセル料を徴収しているとのこ
とであったが、運営規程には記載がな
かった。

②キャンセル料について追記すること。

③その他の費用の額(レクリエーション
材料費)について、記載がない。

③その他の費用の額(レクリエーション材料
費)について、徴収するのであれば記載する
こと。

④虐待の防止のための措置に関する事
項について記載がなかった。

④虐待の防止のための措置に関する事項に
ついて追記すること。

【
運
営
規
程
】

【
運
営
】

【具体的取扱方針】
・緊急やむを得ない場合に身体的拘束
その他利用者の行動を制限する行為
（以下｢身体的拘束等｣という。）を行
う場合に記録するべき様式を定めてい
なかった。
　なお、聴き取りによると、これまで
身体的拘束等を行う様な事例はなかっ
た、とのこと。

・身体的拘束については、当該利用者の状
況から切迫性、一時性、非代替性（緊急や
むを得ず身体的拘束を行う場合の三要件）
を検討した結果、当該利用者又は他の利用
者等の生命または身体を保護するために緊
急やむを得ず実施するものであることを踏
まえ、以下のとおり不十分な点を改善する
こと。

　緊急やむを得ず身体的拘束等を実施する
場合には、その態様及び時間、その際の利
用者の心身の状況、緊急やむを得ない理由
を記録しなければならない。
　また、「緊急やむを得ない場合」に該当
するか否かについては、身体的拘束等の実
施中は常に観察及び再検討を行い、要件に
該当しなくなった場合は直ちに解除しなけ
ればならない。
　よって、経過観察の記録等においては、
身体的拘束等を実施する都度、その態様及
び時間、その際の利用者の心身の状況だけ
でなく、緊急やむを得ない理由について
も、可能な限り詳細に記録できるよう様式
を定めること。
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運営指導時の状況 指導内容

【掲示】
・事故発生時の対応、苦情処理の体
制、提供するサービスの第三者評価の
実施状況について掲示していない。

・事故発生時の対応、苦情処理の体制、提
供するサービスの第三者評価の実施状況に
ついて掲示すること。

　なお、重要事項説明書には運営規程の概
要等掲示しなければならない項目が全て含
まれるため、重要事項説明書を掲示する場
合は、運営規程の概要等の掲示を省略して
も差し支えない。

【通所介護計画】
①区分変更申請により、暫定的な居宅
サービス計画をもとに地域密着型通所
介護計画が作成されていた利用者につ
いて、介護度が確定した後に作成され
た居宅サービス計画に沿った地域密着
型通所介護計画が作成されていなかっ
た。

①要介護状態区分が決定し、居宅サービス
計画が作成された場合は、当該居宅サービ
ス計画の内容に沿って地域密着型通所介護
計画を作成すること。

②計画期間を終了した利用者について
は、サービスの実施状況の記録や評価
を行い、利用者又は家族に説明してい
るとのことであったが、利用者又は家
族に説明したことが書面にて確認でき
ない。

②計画の目標及び内容については、計画期
間終了時等には、その実施状況の記録や評
価について、利用者又は家族に説明を行う
こと。
　また、評価の内容、説明を行った日付及
び説明者について記録すること。

③居宅サービス計画には貴事業所が行
うサービス内容として入浴が位置づけ
られているが、貴事業所が作成してい
る通所介護計画には入浴が位置づけら
れていない事例があった。
　なお、実際は居宅サービス計画に基
づき入浴のサービスを行っていた。

③通所介護計画の内容は居宅サービス計画
の内容と整合性を図ること。
　なお、通所介護は、通所介護計画に基づ
いて提供すること。

【勤務体制の確保等】
①複数の職種を兼務している従業者に
ついて、それぞれの職務に従事した時
間が確認できない。
　なお、聴取によると個別機能訓練加
算等を算定していないため分けていな
いとのこと。

①人員基準を満たした人員配置が行われて
いることは確認できたが、サービス提供日
ごとに各職種に専従した従業者及び職種ご
との所定の勤務時間数が確保されているこ
とが確認できるよう、様式を調製するこ
と。

②職場におけるハラスメントの防止の
ための雇用管理上の措置を講じていな
かった。

②性的な言動又は優越的な関係を背景とし
た業務上必要かつ相当な範囲を超えた言動
などにより、就業環境が害されることを防
止するための窓口の設置や方針を明確化す
るなど、必要な措置を講じること。

【
運
営
】
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運営指導時の状況 指導内容

【業務継続計画の策定等】
・災害に係る業務継続計画について、
平常時の対応の記載がなかった。

・実態に応じて、業務継続計画について以
下の項目等を記載すること。
ａ.平常時の対応(建物・設備の安全対策、
電気・水道等のライフラインが停止した場
合の対策、必要品の備蓄等)
ｂ.緊急時の対応(業務継続計画発動基準、
対応体制等)
ｃ.他施設及び地域との連携

【衛生管理等】
①感染症の予防及びまん延防止のため
の指針の作成はあったが、内容が不十
分であった。

①事業所の運営状況に即した平常時の対応
及び発生時の対応を規定した指針を整備す
ること。
　また、発生時における事業所内の連絡体
制や関係機関への連絡体制を整備し、明記
しておくこと。

②感染症の予防及びまん延防止のため
の対策を検討する委員会について、開
催されていなかった。

②感染対策委員会をおおむね６月に１回開
催すること。
　なお、委員会を開催したことが確認でき
るよう、議事録等で記録を残すこと。

【事故発生時の対応】
・市に報告が必要な事故が発生してい
たにも関わらず、報告がされていない
事例があった。

・速やかに事故報告書を提出すること。
　また、他に同様の事例がないか自主点検
し、同様の事例があった場合は速やかに事
故報告書を提出すること。
　なお、今後、市に報告が必要な事故が発
生した場合は速やかに報告を行うよう、再
発防止に努めること。

【虐待の防止】
①虐待の防止のための指針について作
成はあったが内容が不十分であった。

①虐待の防止のための指針に下記項目を追
記すること。

1．虐待の防止のための職員研修に関する基
本方針
2．虐待等が発生した場合の対応方法に関す
る基本方針
3．虐待等が発生した場合の相談・報告体制
に関する事項
4．成年後見制度の利用支援に関する事項
5．利用者等に対する当該指針の閲覧に関す
る事項
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運営指導時の状況 指導内容

②虐待の防止のための対策を検討する
委員会について、月末に開催される会
議内で定期的に行っているとのことで
あったが、議事録等がなく、開催した
ことが書面で確認できなかった。

②委員会を開催したことが確認できるよ
う、議事録等で記録を残すこと。

【地域との連携等】
・新型コロナウイルスの感染予防・ま
ん延防止のための運営推進会議の開催
義務の臨時的免除の取扱いが終了した
令和５年５月以降、令和６年９月ま
で、一度も運営推進会議を開催したこ
とがなかった。
　聴取によると、開催の予定は立てて
いたものの、感染症のまん延等で中止
していたとのこと。

・事業所を地域に開かれたサービスとし、
サービスの質の確保を図るため、運営推進
会議を開催すること。
　なお、当該会議は、利用者、利用者の家
族、地域住民の代表者、市町村職員又は地
域包括センター職員、地域密着型通所介護
について知見を有する者等により構成さ
れ、おおむね６月に１回以上の開催とする
こと。

【基本報酬の算定】
・サービス提供時間外の時間を、所要
時間に含めて基本報酬を算定している
事例があった。
　聴取によると、利用者家族の都合に
より、サービス提供開始時間よりも早
く利用者が事業所へ到着した場合に、
早まった時間も含めて算定していたと
のことであった。

・サービス提供時間外に提供されるサービ
スを基本報酬として算定することは出来な
いため、過誤調整を行うこと。
　また、他に同様の事例がないか自主点検
し、同様の事例があった場合は所定の措置
を講ずること。
　なお、利用者の同意が得られる場合は、
過誤調整を行うことは差し支えない。

【入浴介助加算Ⅰ】
・入浴介助加算Ⅰを算定していたが、
報酬改定に伴い今年度から算定要件と
なっている研修を行っていなかった。
　聴取によると、入浴に関わる職員の
勤務歴が長く、研修の必要性がないと
管理者が判断していたとのことであっ
た。

・報酬改定に伴い、入浴介助に関する研修
の実施が算定要件となっているため、入浴
に関わる職員については、早急に入浴介助
に関する研修等を行うこと。
　なお、実施した研修等については、その
記録を作成し、保管すること。

【個別機能訓練加算（Ⅰ）イ】
①当該訓練にかかる目標について、加
算の目的・趣旨としては不十分な内容
であった。

①当該利用者の意欲の向上につながるよ
う、単に身体機能の向上を目指すことのみ
を目標とするのではなく、日常生活におけ
る生活機能の維持・向上を目指すことを含
めた目標とすること。

【
運
営
】

【
報
酬
】



令和６年度下関市介護保険サービス事業者集団指導《個別編》５

（通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、

介護予防認知症対応型通所介護）

6

運営指導時の状況 指導内容

②個別機能訓練の開始時及びその後３
月ごとに１回以上行う居宅訪問につい
て、訪問時に確認した居宅における生
活状況を記録していない。
　なお、居宅における生活状況の確認
は送迎時に随時実施しているとのこと
であり、送迎時の記録等により訪問し
たことは確認できた。

②開始時及びその後３月ごとに１回以上行
う居宅訪問については、訪問日時、訪問者
及び訪問時に確認した生活状況等の必要事
項を記録すること。

【科学的介護推進体制加算】
・当該加算については、サービスの利
用を終了する日の属する月について利
用者ごとのADL値等の情報を厚生労働省
に提出することとなっているが、デー
タの提出を行っていない。
　なお、当該利用者について、施設へ
の入所が決まったため利用を中止して
おり、サービス終了時における情報が
収集されていることは確認できた。

・当該加算については、サービスの利用を
終了する日の属する月の翌月１０日までに
LIFEへの情報の提出が必要となるため、早
急にサービス利用を終了した利用者の利用
終了時の情報を提出すること。

【認知症加算】
・日常生活に支障を来す恐れのある症
状または行動が認められることから介
護を必要とする認知症の者の占める割
合について、所定の割合以上である旨
を様式等にて確認していない。
　なお、聞き取りによると、利用者に
ほぼ変動がないため満たしていると判
断しているとのことであった。

・当該加算については、算定要件に適合し
ているか確認した上で算定する必要がある
ため、確認を行った様式等については、加
算算定の根拠として保管しておくこと。　
　また、算定要件に定める算定方法によ
り、所定の割合を算出し、算定結果につい
て任意の様式で提出すること。

【サービス提供体制強化加算】
・加算算定における割合を十分満たし
ていたことは確認できたが、本加算の
算定要件である所定の職員の割合が確
認できる様式を作成していなかった。

・当該加算については、所定の職員の割合
が確認できる様式等を用いて、算定要件に
適合しているか確認した上で算定する必要
があるため、確認を行った様式等について
は、加算算定の根拠として保管しておくこ
と。
　また、算定結果について任意の様式で提
出すること。

【
報
酬
】
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② 生活相談員の配置について

今年度実施した運営指導の際に、生活相談員の配置が適切に行われていない

事例が多数見受けられました。

生活相談員の配置が適切に行われていない場合、人員基準違反に該当します

ので、下記を参考に適切な人員配置をお願いいたします。

１．生活相談員の基本的な配置基準

生活相談員については、単位の数に関わらず、次の計算式のとおり提供時間

数に応じた配置が必要です。

（通所介護、地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型通所介護共通）

【確保すべき生活相談員の勤務延時間数の計算式】

提供日ごとに確保すべき勤務延時間数＝提供時間数

※提供時間数：当該事業所におけるサービス提供開始時間から終了時間ま

で（サービス提供がされていない時間を除く）。

上記の計算式に則り、基本的にサービス提供時間を通じて１人以上専従の生

活相談員が配置されている場合は適切な人員配置がされていることになります。

２．人員基準違反の事例

今年度の運営指導時や人員の変更届提出時の勤務表の確認を通して見受けら

れた事例です。サービス提供時間数分、専従の生活相談員として勤務する職員

を配置する必要がありますが、配置時間が足りていないため、人員基準違反に

該当します。事業所の勤務実態等と照らし合わせ、同様の事例がある場合には

早急な改善をお願いいたします。

〈事例１〉

生活相談員の配置はされているが、生活相談員としての勤務時間中に介護職

員としても勤務している。

→人員配置上、生活相談員兼介護職員を担う者を配置することで、生活相談

員及び介護職員の２職種の人員が充足すると誤った認識をしており、適正

な人員配置が行われていなかったもの。
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〈事例２〉

生活相談員について午前のみ配置があり、午後から配置されていない。

→生活相談員は、看護職員と同様１日中配置する必要がなく、提供時間のう

ち、一部配置すれば良いと誤った解釈をしており、適切な人員配置が行わ

れていなかったもの。

３．生活相談員の勤務延時間数に含めることが可能なものについて

生活相談員の勤務延時間数について、事例１のような他職種で従事した時間

等については含めることができませんが、利用者の地域での暮らしを支えるた

め、医療機関、他の居宅サービス事業者、地域の住民活動等と連携し、サービ

スを利用しない日でも利用者の地域生活を拠点として機能を展開できるように、

以下の事例については、生活相談員の確保すべき勤務延時間数に含めることが

可能です。

【生活相談員の確保すべき勤務延時間数に含めることが可能な例】

１．サービス担当者会議や地域ケア会議に出席するための時間

２．利用者宅を訪問し、在宅生活の状況を確認した上で、利用者の家族も含

めた相談・援助のための時間

３．地域の町内会、自治会、ボランティア団体等と連携し、利用者に必要な

生活支援を担ってもらうなどの社会資源の発掘・活用のための時間

上記の３つは、あくまで例示であるため、この他にも利用者の地域生活を支

える取組のために必要な時間については、勤務延時間数に含めることが可能で

すが、生活相談員は、利用者の生活の向上を図るため適切な相談・援助等を行

う必要があり、これらに支障が無い範囲で認められることになります。

今回は、生活相談員の人員配置について記載していますが、他の職種（特に

減算規定がある介護職員及び看護職員）についても適切な人員配置をお願いし

ます。
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③ 通所介護費等における所要時間の取扱いについて

今年度より、当日の利用者の心身の状況のみでなく、降雪等の急な気象状況

の悪化等により、実績のサービス提供が計画上の所要時間よりもやむを得ず短

くなった場合にも、計画上の単位数を算定することが可能となりました。

※令和５年度第２回下関市介護保険サービス事業者集団指導１９頁に詳細を掲

載しておりますのでご参照ください。

下記において、今年度実際にあった事例について掲載いたしますので、事業

所等で計画上の単位数で算定するか否かの判断をする事案が発生した際に参考

としてください。

なお、計画上の単位数での算定の可否については、明確な基準等がなく、各

事例で個別に判断することになります。事業所での判断が難しい場合は担当者

へご相談ください。

【利用者の心身の状況により所要時間が短縮した事例】

〈事例１〉

利用者が認知症による気分の不調や不穏により、送迎時に行き渋りや事業

所へ通う事へ強い拒否感を示したため、時間をおいて再度送迎を行ったこと

によりサービス開始時刻が遅くなった場合

〈事例２〉

送迎予定時間に利用者宅へ行ったが、利用者の準備ができていなかったた

めサービス開始時刻が遅れた場合

〈事例３〉

サービス提供開始後、体調不良により、３０分程度の利用で帰宅した場合

上記、事例１については、認知症等による心身の状況が原因となったもので

あるため、計画上の単位数で算定して差し支えありません。

一方で、事例２については、心身の状況によるものとは言い難いため実績上

の単位数で算定を行ってください。事例３については、３０分のサービス提供

に対応する所要時間区分がないため、通所介護費等の算定自体が不可となりま

す。
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【降雪等の急な気象状況の悪化等により所要時間が短くなった事例】

〈事例１〉

送迎予定時間に利用者宅へ向かったが、大雪等による交通渋滞により事業

所への到着時間が遅れたためサービス開始時刻が遅れた場合

〈事例２〉

サービス開始時刻は通常通りであったが、午後からの大雪等で計画上のサ

ービス終了時間までサービスを提供すると送迎時に事故等、利用者へ危険が

生じる恐れがあるため、利用者の安全を確保するために、早めにサービス提

供を終了し送迎した場合

上記、事例１及び事例２については、実績のサービス提供が天候によりやむ

を得ず計画上の所要時間よりも短くなった場合に該当し、計画上の単位数を算

定して差し支えありません。

なお、実績のサービス提供が計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった

場合に、計画上の単位数を算定する際は、以下の点に留意し、適切な取扱いを

お願いいたします。

１．実績のサービス提供時間が計画上のサービス提供時間より大幅に短縮し

た時間となった場合は、計画を変更の上、実績を基に算定してください。

なお、“大幅な短縮”の基準は示されていませんので、各事業所でご判

断ください。通常、通所介護計画に位置づけられているサービス内容を

達成できる時間区分を設定されていると思いますので、判断の基準とし

て、それらのサービス内容が実施できない程の短縮であれば、“大幅な短

縮”であると考えます。

２．やむを得ず短くなった理由及び実際のサービス提供時間等について、後

で見返して分かる形（業務日誌等）で記録を残してください。

（参考）

・介護保険最新情報Ｖｏｌ９５２（問２６）

・下関市ＨＰ「通所介護費等における所要時間の取扱いについて」

ＵＲＬ：https://www.city.shimonoseki.lg.jp/soshiki/43/106511.html

https://www.city.shimonoseki.lg.jp/soshiki/43/106511.html
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④ サービス担当者会議開催時の留意事項について

サービス担当者会議は、居宅サービス計画が利用者にとって適切なものであ

ることを確認し、また、利用者の目標を達成するために、本人、家族、各サー

ビス事業者等のそれぞれの役割分担の確認等を行う場です。

居宅介護支援事業者等と密接な連携を図るためにも、事業所としてサービス

担当者会議の必要性を理解し、居宅介護支援事業所から参加依頼があった際は、

日程の調整がつかない場合を除き、参加いただくようにお願いします。

１．開催場所について

基本的に、利用者の居宅で行われることが多いですが、通所介護事業所で行

うことも差し支えありません。その際は、他の利用者のサービス提供に支障が

ないよう、サービス提供時間中の機能訓練室及び食堂では実施されないようお

願いします。

２．開催時間について

開催時間については、当該利用者へのサービス提供時間中は認められません。

通所介護(注１)は、予め事業所が定めた計画に沿って提供されるものです。サービ

ス提供時間中のサービス担当者会議開催は、その利用者に対するサービスの中

断を意味し、その時点でサービスは終了となります。

ただし、サービス担当者会議を開催する日を予め定め、かつ利用者の同意を

得られるのであれば、例えば１０時から１５時までのサービス提供時間を、会

議が開催される日は１０時から１４時３０分（または１０時３０分から１５時）

に変更したうえで、サービス提供開始前または終了後に開催することは可能と

考えます。この場合、介護報酬については、通所介護はサービス担当者会議を

除いた時間で請求することになります。

３．参加方法

サービス担当者会議については、各サービスが共通の目標を達成するために

専門的な見地からの意見を得るとともに、利用者の状況等に関する情報を当該

担当間で共有することが重要であるため、サービス担当者会議への参加を基本

とし、やむを得ない場合のみ照会とするようにしてください。
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４．留意事項

通所介護(注１)事業所でサービス担当者会議を開催する際には、２で先述した当

該利用者のサービス提供時間に留意するとともに、通所介護(注１)事業所の人員

配置や提供場所の確保にご留意ください。

なお、生活相談員については、サービス担当者会議への出席時間を確保す

べき勤務延時間数に含めることが可能です。

サービス担当者会議は介護支援専門員が召集し、開催することになってい

ます。事業者の皆様におかれましては、場所・日時の調整について、介護支

援専門員と調整し、通所サービスの中断がないよう十分にご留意ください。

(注１)地域密着型通所介護、(介護予防)認知症対応型通所介護及び(介護予防)通所リハ

ビリテーションを含む
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⑤ 開催が必要な委員会及び研修等における留意事項について

令和３年度制度改正により、以下３点の取組が義務付けられました。

１．業務継続計画について（計画の策定、委員会及び研修・訓練の実施）

２．衛生管理について（指針の作成、委員会及び研修・訓練の実施）

３．虐待の防止について（指針の作成、委員会及び研修の実施）

※詳細については、令和５年度下関市介護保険サービス事業者集団指導《個別編》５（通

所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、介護予防認知症対応型通所介

護）１２～１４頁をご参照ください。

事業所におかれましては、令和３年度改正時から設けられていた猶予期間よ

りご対応いただいているかと思いますが、今年度の運営指導時において、指摘

事項が多数あった部分であるため、下記に指摘が多かった委員会開催や研修等

における留意事項について掲載します。

委員会 指針・計画 研修 訓練

業務継続計画
(BCP)

業務継続計画作
成
(災害・感染症)

年１回以上及び新
規採用時※3

年１回以上※４

感染対策

６月に１回以上※

１.2及び感染症が
流行する時期は
必要に応じて

指針整備
年１回以上及び新
規採用時

年１回以上

虐待防止
定期的※1.2

(指針等に定める
頻度)

指針整備
年１回以上及び新
規採用時

※２ テレビ電話装置等を活用して行うことができる。

※３ 感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症対策の研修と一体的に実施して差し支えない。

※１ 関係する職種、取り扱う事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場合、一体的
に設置・運営して差し支えない。

※４ 感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症対策の訓練と一体的に実施して差し支えない。ま
た、災害の業務継続計画に係る訓練については、非常災害対策に係る訓練と一体的に実施して差し支えな
い。
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１．研修や訓練の記録を残すこと。（全般）

→研修及び訓練を同日で開催することは差し支えありませんが、研修と訓

練はあくまで別のものであるため、研修と訓練をそれぞれ実施したこと

がわかるように個別での記録をお願いします。（１枚の議事録でまとめる

場合には、研修該当部分及び訓練該当部分が分かるよう記録をお願いし

ます。）

２．感染症に係る業務継続計画については、感染症全般に対応する内容を記

載すること。（業務継続計画）

→厚生労働省が例示している様式は新型コロナウイルス感染症に特化した

ものとなっていますが、既存の感染症または未知の感染症が流行した場

合にも事業の運営が滞りなく行えるよう、感染症全般に対応できる内容

としてください。

３．委員会構成メンバーの役割や責務について、明確化すること。（虐待の防

止、衛生管理）

→見落とされやすい事項になります。役割や責務について、指針や議事録

などに記載する等、紙面で明確にするようお願いします。

また、この他にも計画や指針（以下、「計画等」とする。）の未策定や計画等

の項目の不足、計画等の内容が事業所の実態に即していないなども散見されま

したので、計画等についても見直しをお願いいたします。

なお、業務継続計画の策定及び虐待の防止（指針の作成、研修、委員会）に

ついては、減算規定が設置されているものですので、適切な対応をお願いいた

します。
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⑥ 入浴介助加算に係る研修について

令和６年度制度改正により、入浴介助加算に係る研修等を行うことが新たに

算定要件となりました。

入浴介助加算（Ⅰ）（Ⅱ）のいずれを算定する場合においても、入浴介助に関わ

る職員について、入浴介助に関する研修等を実施する必要があります。

入浴介助の研修の内容については、介護保険最新情報 Vol.1225「令和６年度

介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15 日）」において、下記

の内容が示されておりますので、参考としてください。

当該研修等については、経験等のある職員についても受講の対象となります。

算定要件となっていることから、未実施の場合、要件を満たしておらず返還と

なる可能性もありますので、入浴介助に携わる全職員へ遺漏なく実施されるよ

うご対応ください。

なお、内部研修・外部研修を問わず、入浴介助技術の向上を図るため、事業

所におかれましては継続的に研修の機会を確保するよう努めていただきますよ

うお願いします。

また、研修を実施した際には、加算の算定の根拠ともなることから、入浴介

助に関わる全職員が確実に実施したことが分かるよう、研修の記録（実施日、

参加者、実施内容等）を残してください。

（参考）介護保険最新情報 Vol.1225（問 2）

【研修内容の想定（※）】
 ・脱衣、洗髪、洗体、移乗、着衣など入浴に係る一連の動作において介助対象者に必要な
  入浴介助技術
 ・転倒防止、入浴事故防止のためのリスク管理や安全管理等  

※これらに限られるものではありません
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前頁の案内については、共通編７１頁でも掲載していますが、通所介護・地

域密着型通所介護・（介護予防）認知症対応型通所介護が対象となりますので、

個別編でも掲載しております。

自宅等を改修して新規に事業所を開設する場合は、介護保険課のみでなく、

建築指導課への事前相談もお願いいたします。
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